
都道府県 専門医数
病理専門医
研修施設数

都道府県 専門医数
病理専門医
研修施設数

北海道 92 40 滋賀 16 10
青森 17 6 京都 56 15
岩手 21 6 大阪 125 53
宮城 32 12 兵庫 68 36
秋田 20 8 奈良 23 4
山形 20 6 和歌山 12 4
福島 26 10 鳥取 12 5
茨城 24 11 島根 8 3
栃木 24 8 岡山 36 12
群馬 31 10 広島 30 16
埼玉 67 19 山口 19 5
千葉 63 27 徳島 17 3
東京 350 83 香川 20 10
神奈川 116 36 愛媛 19 10
新潟 30 9 高知 14 5
富山 24 10 福岡 89 31
石川 35 6 佐賀 8 3
福井 7 4 長崎 22 8
山梨 12 3 熊本 21 6
長野 35 19 大分 16 3
岐阜 23 12 宮崎 17 6
静岡 39 22 鹿児島 30 7
愛知 103 39 沖縄 17 8
三重 22 9

全国 1928 678

※　日本病理学会調べ（平成19年5月1日現在）より

病理医数等について
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都道府県

大学法医学
教室に所属し
ている医師数

（※１）

法医認定医
（※２）

死体検案認
定医（※３）

都道府県

大学法医学
教室に所属し
ている医師数

（※１）

法医認定医
（※２）

死体検案認
定医（※３）

北海道 11 5 0 滋賀 4 2 0
青森 2 3 1 京都 5 3 5
岩手 3 2 2 大阪 24 11 7
宮城 5 2 0 兵庫 15 7 6
秋田 3 3 2 奈良 2 1 0
山形 1 1 0 和歌山 2 2 0
福島 4 2 6 鳥取 1 1 0
茨城 1 1 3 島根 2 1 0
栃木 11 3 0 岡山 4 2 1
群馬 2 3 2 広島 1 2 2
埼玉 5 2 0 山口 1 1 0
千葉 4 5 0 徳島 4 1 1
東京 54 15 4 香川 6 1 1
神奈川 10 7 0 愛媛 3 0 2
新潟 4 1 0 高知 2 1 0
富山 4 2 0 福岡 10 3 1
石川 5 3 0 佐賀 2 1 0
福井 1 1 4 長崎 2 1 1
山梨 2 1 0 熊本 3 1 5
長野 3 2 6 大分 1 0 2
岐阜 3 1 6 宮崎 2 1 1
静岡 4 3 3 鹿児島 1 1 0
愛知 8 4 7 沖縄 2 1 0
三重 4 2 6

全国 253 119 87

法医解剖に関わる医師数等

※２　法医解剖および死体検案を中心とした包括的，全人的な法医学について，その知識，技能，
態度の体得とその実践が，日本法医学会の目標とする資質に達していると学会が評価した者を，法
医認定医として認定する。

※３　異状死の死体検案（以下死体検案という）に関する包括的，全人的な知識，技能，態度の体
得とその実践が，日本法医学会の目標とする資質に達していると学会が評価した者を，死体検案認
定医として認定する。

※１　大学法医学教室に所属している医師数には、大学院生・研究生を含む。

日本法医学会調べ(平成１９年４月２６日現在)
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医療機関内における事故報告等について 

 

医療法                  （昭和二十三年七月三十日法律第二百五号） 

最終改正：平成一八年一二月八日法律第一〇六号 

第三章 医療の安全の確保  

第六条の十  病院、診療所又は助産所の管理者は、厚生労働省令で定めるところ

により、医療の安全を確保するための指針の策定、従業者に対する研修の実施そ

の他の当該病院、診療所又は助産所における医療の安全を確保するための措置

を講じなければならない。 

 

医療法施行規則          （昭和二十三年十一月五日厚生省令第五十号） 

最終改正：平成一九年三月三〇日厚生労働省令第三九号 

第一章の二 医療の安全の確保  

第一条の十一  病院等の管理者は、法第六条の十 の規定に基づき、次に掲げる

安全管理のための体制を確保しなければならない（ただし、第二号については、

病院、患者を入院させるための施設を有する診療所及び入所施設を有する助産

所に限る。）。  

一  医療に係る安全管理のための指針を整備すること。  

二  医療に係る安全管理のための委員会を開催すること。  

三  医療に係る安全管理のための職員研修を実施すること。  

四  医療機関内における事故報告等の医療に係る安全の確保を目的とした改

善のための方策を講ずること。 

 

良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を 

改正する法律の一部の施行について 
                 （医政発第０３３００１０号 平成１９年３月３０日） 

第２ 医療の安全に関する事項 

 １ 医療の安全を確保するための措置について 

～略～ 

（１）医療に係る安全管理のための指針 

～略～ 

（２）医療に係る安全管理のための委員会 

    新省令第１条の１１第１項第２号に規定する医療に係る安全管理のための
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委員会とは、当該病院等における安全管理の体制の確保及び推進のために

設けるものであり、次に掲げる基準を満たす必要があること。 

   ① 安全管理委員会の管理及び運営に関する規程が定められていること。 

   ② 重要な検討内容について、患者への対応状況を含め管理者へ報告する

こと。 

   ③ 重大な問題が発生した場合は、速やかに発生の原因を分析し、改善策

の立案及び実施並びに従業者への周知を図ること。 

   ④ 安全管理委員会で立案された改善策の実施状況を必要に応じて調査し、

見直しを行うこと。 

   ⑤ 月１回程度開催するとともに、重大な問題が発生した場合は適宜開催す

ること。 

   ⑥ 各部門の安全管理のための責任者等で構成されること。 

（３）医療に係る安全管理のための職員研修 

～略～ 

（４）当該病院等における事故報告等の医療に係る安全の確保を目的とした改善

のための方策 

    新省令第１条の１１第１項第４号に規定する当該病院等における事故報告

等の医療に係る安全の確保を目的とした改善のための方策に係る措置は、以

下のようなものとすること。 

①当該病院等において発生した事故の安全管理委員会への報告等を行う

こと（患者を入所させるための施設を有しない診療所及び妊婦等を入所させ

るための施設を有さない助産所については、管理者へ報告することとするこ

と。）②あらかじめ定められた手順、事故収集の範囲等に関する規定に従い

事例を収集、分析すること。これにより当該病院等における問題点を把握し

て、当該病院等の組織としての改善策の企画立案及びその実施状況を評

価し、当該病院等においてこれらの情報を共有すること。③重大な事故の発

生時には、速やかに管理者へ報告すること。また、改善策については、背景

要因及び根本原因を分析し検討された効果的な再発防止策等を含むもの

であること。 

    なお、事故の報告は診療録、看護記録等に基づき作成すること。 

    また、例えば、助産所に、従業者が管理者１名しかいない場合などについ

ては、安全管理委員会の開催、管理者への報告等については、実施しなくて

も差し支えないものであること。 
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